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【目的】

　産婦人科医療（特に周産期医療）維持の厳しさが表

面化し長い年月が経過しているが、残念ながら有効

な解決手段が見つかっていないのが現状である。日

本産科婦人科学会では、平成21年に働き方に関する

委員会が発足し、令和元年にサステイナブル産婦人

科医療体制確立委員会へ移行し、産婦人科医療維持

に向けた取り組みを模索しているが、現時点でも有

効な解決策は見つかってはいない。その間にも、専門

医機構、女性医師割合の増加、働き方改革、36協定な

どさまざまな検討課題が出現している。安心・安全な

産婦人科医療の提供のため医療環境の厳しさを乗り

越えるさまざまな対策を絶え間なく検討していく必

要がある。対策への基本情報として、産婦人科医療な

らびに地域における正確な現状を把握し、将来予測

を立てることが必要である。日本全体での現状は他

報告に譲り、筆者の所属する北海道の現状がどうで

あるかに注目し、北海道における平成30年間の産婦

人科医療の経緯を解析し令和10年頃の予測をしてみ

た。検討内容が産婦人科のみならず、多方面の方々

と情報共有され、北海道の産婦人科医療体制維持に

向けての新しい方策が生まれる資料になることを切

に願う。

【方法】

　北海道関連の人口統計資料、日本産科婦人科学会、

日本産婦人科医会資料、北海道産婦人科医会および

北海道産科婦人科学会名簿をもとに、平成30年間の

人口推移、出生数推移、産婦人科分娩施設状況、期

間別の産婦人科医師数推移、並びに令和10年ころの

産婦人科医師数等を予測してみた。検討年度は、資

料の関係上、平成２年度、平成９年度、平成20年度、

平成30年度における結果から各因子について検討を

行った。

【結果】

　北海道の人口は、2010年において550万人で、人口減

少が加速し、2018年度は529万人になっている。国立社

会保障・人口問題研究所推計では、2040年には419万

人、2060年には308万人と予測されている（表１）。文献１）

表１．北海道の総人口推移予測

国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所推計

表２．北海道の出生数推移
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　北海道の出生数は、1990年〈5.4万人〉であり、

2017年〈3.4万人〉と少子化の状況が進んでいる。

特に、札幌と旭川以外の地域における出生数は、極

端に減少していた（表２）。文献１，２，３）

表３．最近の北海道出生数および分娩施設数
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　出生数の減少に伴い、分娩対応施設数の減少も

認めている。文献４）2005年以降の出生数と分娩施設

数は、正の相関関係を認めていた（ｒ＝0.90）（表

３）。1970年以降の出生数をMicrosoft Office 365

のEXCEL表に入力し、予測シートを作成したとこ

ろ、2030年度の出生数は２万人前後と推測された（表

４）。更に、分娩施設数も同様に入力すると2030年

度には60施設に減少するものと推測された（表５）。
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表４．北海道の出生数予測
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表５．北海道の分娩施設数予測
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　産婦人科医師登録数は、会員名簿文献４）から平成

２年度568名（男性536名、女性32名）であり、平成

30年度561名（男性418名、女性143名）で総人数で

は増減は認められていなかった（表６）。35歳以下（推

定）の産婦人科医師数は、平成10年ごろまで170 ～

180名であり、平成20年以降は、100名前後と減少し

ていた。尚、平成20年度および平成30年度の分娩関

連施設状況を把握ができたことから、産婦人科施設

を分娩有無で細分化して表示してみた。平成20年こ

ろの北海道の出生数は４万人から平成30年は３万人

と減少しており、更に分娩施設数の減少（集約化）

する反面、分娩施設に所属している医師数が256名

から320名と増加していることから、医師一人当たり

の分娩に対する負担量は軽減されている可能性はあ

る。しかし、分娩内容の変化（ハイリスク増加）、分娩

施設所属でも分娩関与していない医師も含まれてお

り、安易に負担減と述べるのは難しいかもしれない。

表６．北海道の産婦人科医師数の推移

人数 所属施設 （大学以外）

大学平成２年
総人数 男 女 産婦人

科 検診 それ以外
なし
（不明
含む）

年齢／人数 568 536 32 462 3 35 12 60
～３５ 172 152 20 114 1 10 0 47

３６－４５ 100 96 4 86 0 8 0 6
４６－５５ 90 88 2 78 2 4 1 5
５６－６５ 121 116 5 106 0 6 7 2
６６－７５ 72 72 0 63 0 7 2
７６～ 13 12 1 11 0 0 2

平成9年

⼈数 所属施設 （⼤学以外）

⼤学
総⼈数 男 ⼥ 産婦⼈科 検診 それ以外

なし
（不明
含む）

年齢／⼈数 586 536 50 428 2 50 20 86

〜３５ 183 152 31 104 1 18 1 59

３６−４５ 136 126 10 102 0 11 0 23

４６−５５ 77 75 2 65 0 8 2 2

５６−６５ 79 78 1 67 1 7 2 2

６６−７５ 87 82 5 72 0 3 12

７６〜 24 23 1 18 0 3 3

平成20年

⼈数 所属施設 （⼤学以外）

⼤学
総⼈数 男 ⼥ 産婦⼈科

【分娩有】
産婦⼈
科【分
娩無】

検診 それ以外
なし
（不明
含む）

年齢／⼈数 541 451 90 256 115 6 32 49 88

〜３５ 95 50 45 44 6 0 1 2 42

３６−４５ 125 102 23 66 21 0 4 5 29

４６−５５ 139 123 16 78 40 1 7 4 9

５６−６５ 75 71 4 40 23 3 4 2 3

６６−７５ 49 49 0 19 13 1 7 9

７６〜 58 56 2 9 12 1 9 27

平成30年

⼈数 所属施設 （⼤学以外）

⼤学
総⼈数 男 ⼥ 産婦⼈科

【分娩有】

産婦
⼈科
【分
娩無】

検診 それ以外
なし
（不
明含
む）

年齢／⼈数 561 418 143 320 121 7 27 17 69

〜３５ 106 52 54 78 3 0 1 1 23

３６−４５ 116 61 55 69 15 0 4 1 27

４６−５５ 131 112 19 84 29 0 3 2 13

５６−６５ 117 104 13 64 38 1 5 3 6

６６−７５ 52 51 1 21 19 3 5 4

７６〜 39 38 1 4 17 3 9 6

【考察】

　過去４年度の数値から令和10年頃の北海道産婦人

科医師数を大胆に推測してみた。35歳以下の医師数

は、20年度以降100名前後を推移していることから、

総人数的は顕著な変化は認めないものと判断し100

名と予測した。また、日本産科婦人科学会の若手産

婦人科学会入会数の報告から、男性医師４割、女性

医師６割であることを反映して計算した。36歳から

55歳は、平成30年度の人数を過去の増減を加味して

予測した。56歳以降の医師数も、北海道産婦人科医

会および学会退会数を過去のデータを加味し予想し

た（表７）。以上より、総人数は、530名（男性330

名、女性200名）前後と推測された。医師数の総数は、

残念ながら減少する結果となった。全体の男女比は、

３：２となり、女性医師の活躍が更に望まれる。

　最近の分娩時の傾向として、民間病院での分娩が

減少し、公的病院に移行している。

　そのことからも、分娩対応している医師は、勤務

医（65歳定年）が多く、66歳以上の分娩関与する方は、

現時点よりも減少するものと推測する。令和10年こ

ろは、分娩数が２万人台になり、分娩対応の医師の負

担が減るものと思われるが、夜間や休日対応者の減
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少や66歳以上の医師の分娩対応者の減少を考慮する

と、分娩対応負担は減少していない可能性がある。

表７．過去４年度の状況から令和10年ころの北海道

産婦人科医師数予測
人数

計算予測 総人数 男 女
年 齢 （男性：女性）比 530 330 200
～３５ （２：３） 100 40 60

３６－４５ （１：１） 100 50 50
４６－５５ （１：１） 120 60 60
５６－６５ 過去の数値から 100 85 15
６６－７５ 過去の数値から 60 50 10
７６～ 過去の数値から 50 45 ５

図１．産婦人科医療の取り巻く現状
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　産婦人科医療は、さまざまな要因が取り巻いてい

る（図１）。一つずつ解決しなければならないが、

優先課題としては、将来の産婦人科医師の確保、並

びに、現在働いている産婦人科医師の働き方改革を

絶え間なく対応する必要がある。また、北海道の産

婦人科医療の現状を医療関係者のみならず北海道の

住民の方々と意識共有することも並行して行う必要

がある。医師の確保としては、産婦人科医療への興

味を抱いていただく医学生の夢を実現へとつなぎ産

婦人科医師として働いていただくことと、本州の産

婦人科医師の北海道内での就職を増やすことも必要

と考えられる。また、給与面、福利厚生も総合的に

検討する必要性があるものと推測する。

図２．医師数の確保・待遇改善対策（当科に関連）

【日本産婦人科学会】
2018年9月 「産婦人科医の働き方改革」宣言と提言
‒地域の公的な分娩取扱病院の大規模化・重点化の推進と産科診療所等との連携の強化
‒年間500名以上の新規産婦人科専攻医の実現
‒産科診療における高水準のチーム医療の推進
‒産婦人科女性医師の継続的就労支援
‒上記諸施策を妊産婦の負担増なく実現するための出産育児一時金の引き上げ
2019年 サステイナブル産婦人科医療体制確立委員会発足

拡大サステイナブル委員会発足

【北海道内活動】
・三大学（産婦人科、小児科）－ 道（庁）連携

【職場内︔待遇改善、医学生の将来投資（新規産婦人科確保）】
旭川医科大学独自活動︔待遇改善、医局員確保のため
・分娩手当以外に、2019年7月から分娩待機手当(1日2名）開始
・寄付金窓口を創設し、寄付を集めALSO開催、他活動助成

　産婦人科医療の働き方を検討し医師確保のために

日本産科婦人科学会はさまざまな対策を打ち出して

いる。平成17年に将来の産婦人科医療体制を検討する

ために、産婦人科医療提供体制検討委員会が発足され

た。平成21年には、さまざまな問題に対し検討が必要

と判断され医療改革委員会に改組され宣言や提言が

なされてきた。働き方改革関連の法律が成立し、過労

死問題、地域医療問題など更なる検討課題が増え、令

和元年に地域の現状を更に集めて解決策を検討する

サステイナブル産婦人科医療体制確立委員会が発足

された。当科も、本委員会に参加し北海道の産婦人科

医療現状を報告しながら、対応策を持ち帰っている。

　また、北海道内の対応としては、北海道医療計画

内に周産期医療体制を含め、道内産婦人科医療およ

び周産期医療を維持するために、三医育大学の産婦

人科と小児科および道庁との協定を結んでいる。文献５）

　更に、産婦人科医師が勤務している施設単独の問

題として捉えるのではなく、周辺施設や医育機関を

加えて複合的に職場環境改善の話し合いや医学生へ

の教育活動の可能性を絶え間なくしていかなければ

ならないと考える。当科では、旭川医科大学と産婦

人科医療の維持並びに働き方改善に向け、大学と情

報交換し改善策を模索している。本年度には、ハイ

リスク妊娠の受診者が増えたことから、分娩待機者

への負担も増えており、日本ではじめて導入された

と考えられる待機者への待遇改善を目的にした待機

手当てが施行された（図２）。女性医師の増加によ

る対策も急務と考えられる。平成30年度からも分か

るように、35歳以下の産婦人科医師の男女比は１：

１であり、30歳以下は、２：３になっている。女性

医師は、結婚、妊娠、出産、育児中の方も増え、医

療業務の軽減対応者の数も増えているのが現状であ

る。男性医師の育児休暇取得、時間外労働のことも

含め、随時検討しなければならない。

図３．北海道の医療、なぜ「大変」と思うのか？

4時間圏内

6時間圏内

3) 交通網の脆弱性
道路環境
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冬（積雪、吹雪）
台風（大雨）

4) 救急搬送の脆弱性

【平成31年時点】
北海道の面積︓83,450 km² （日本全体の２２％︔378,000 km²）
北海道の人口︓528.1万人（4.2％）
札幌市、旭川市、函館市に人口の50％が集中し、残る176 市町村の約7 割が各々
人口1 万人未満です。
産科医療機関が所在する自治体は、道内179 市町村のうち45 市町に限られている。

1)距離

　北海道は、日本の面積の２割を占め、520万人が

生活している。気候変動により、交通網がマヒする

こともあり、患者並びに医師の移動が困難になるこ

ともある。更に、交通網も脆弱化しており、北海道

の移動時間は、本州の倍近くが必要になることも多

い（図３）。文献６，７，８）医療の集約化が叫ばれ、産婦

人科領域は他の科よりも早いうちから集約化が始ま
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り、常勤で産婦人科がある市町村の数が減少した。
文献８，９）今後も出産数、医師数、法律等の規則により、

現在、常勤として勤務している施設以外にも、非常

勤として勤務している施設での産婦人科の勤務は減

少する可能性がある。日本産科婦人科学会から提言

されているが、産婦人科のみで解決できる域を越え

ている。そのためにも、現状および将来予測をしっ

かり行い対応策を地域自治体とも相談し対策を練っ

ていくべきと考えられる。医師の働き方を客観的に

把握し、多数の対応策がさまざまな方面から導き出

されることを期待したい（図４）。

図４．医師の働き方と対応策（案）

【医師の働き方の詳細な検討が必要】
・勤務医が増加し、65歳定年による影響
・女性医師の個々人の状況による労働内容把握
（結婚、挙児希望、妊娠、出産、育児、夜間休日労働等）

・高齢医師における本人の健康や家族の介護の問題等
・専門医制度の導入における専門医取得方法
・男性医師の育児休暇取得

【対応策（案）】
〇北海道三医育大学と北海道・各自治体との連携強化
〇病院間の垣根を超えた医師の勤務体系の構築
〇医師の労働環境変化に応じた給与体系の見直し
〇医療以外の方へ情報提供（住民との意識共有）
〇遠隔医療の拡大 など

　産婦人科・周産期医療は、医療問題のみならず地域

人口、地域医療や経済にも直結するものと推測される。

人口減少は、産婦人科や小児科のみならず、すべての

科の縮小を招き、地域病院維持にも影響を与え、各地

方病院の維持にも関与する可能性が高い。文献10）中木

らは、北海道の医療過疎地域における将来的な周産期

指標の悪化が懸念されることから、医療資源の確保と

ともに周産期医療に適した医療圏、医療体制の整備が

必要と報告している。文献11）

　少子高齢化を迎える日本ではあるが、システムの

早期構築、遠隔医療ネットワーク導入など考えられ

るすべての手を早急に打たなければならないものと

考えらえる。文献12，13）（本内容は、令和元年開催の第

67回北日本産科婦人科学会学術集会で報告した）

【結論】

　北海道の産婦人科医療を担う産婦人科医師数は、

平成30年間のデータ並びに最近の状況から、何らか

の施策がなければ将来人数増加は認めにくい。現状

では、産婦人科を取り巻く環境も複雑化し、医療へ

の実労働者数も更に減少するものと推測する。北海

道の少子化は、待ったなしの状況である。厳しい状

況ではあるが、働き方改革を含め、将来の産婦人科

医療（臨床、研究、教育、地域医療）維持のために

も、産婦人科に従事する医師の確保が最重要課題と

考えられる。医療者の労働環境等を把握し、将来予

測をしながら、産婦人科医師数、働き方問題、人口

問題、地域経済、地域医療などの複合的要因を総合

的に考え、産婦人科医療の維持のために産婦人科の

みならず自治体や地域住民の方々にも現状および予

測を周知し最善策を模索していくことが望まれる。
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